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(1)  1970 年代という時代 
 
「今日のわれわれの危機は、物質的には豊かになっても、精神(the spirit)が傷ついている

























連邦議会の反対は、大統領となったニクソンが直面した第 1 の困難であった。 




















。これは、ニクソン大統領が直面した第 2 の困難であった。 
こうして、1970 年代は、政治不信が蔓延し、経済が停滞する陰鬱な時代とする悲観的な
見方が支配的となった。この代表的な例は、評論家のウルフ(Tom Wolf) による「私の時代
(me decade)」という評価である。ウルフは 1970 年代になると、公共の場で迷惑行為をす
る人々が増加し、個人主義化がすすんだと指摘した。その要因には、社会改革を続けてい
こうとする連邦政府に対し、国民の期待と信頼が著しく低下したことを挙げた。この陰鬱























(2)  8 つの顔をもつ男 
 
ニクソンの大統領としての実績が評価されるのに時間がかかった理由として、以下の 2



















































































































































































































1929 年 10 月 24 日、ニューヨーク証券取引所の株価大暴落で幕を開けた大恐慌が深刻な
社会問題と結びつくと、脱宗教化は第2段階にすすんだ。フーヴァー(Herbert C. Hoover) 大
統領が行ってきた市場の価格調整機能を重視する経済政策では、大恐慌で突然貧困に陥っ
た人々を救済することができなかったからである。そこで登場したローズヴェルト大統領



















ようとする運動がはじまったのである。そして、キング牧師(Martin Luther King, Jr.)とい
う優れた指導者を得て、公民権運動は拡大し、1964 年の公民権法(Civil Rights Act of 1964)
および 1965 年の投票権法(Voting Rights Act of 1965) が成立した20。 
しかし、ここで問題だったのは、黒人に対する社会的平等が法的に保障されたことに対
し、人種差別的な白人の反発が続いたことである。1965 年 8 月 6 日にジョンソン(Lyndon B. 






















しかし、この福祉国家への批判と再修正の試みが 1970 年代からはじまった。1972 年、
公的福祉の適用範囲を限定するため、社会保障法(Social Security Amendment of 1972、以
下 1972 年修正という)が修正されたからである。そして、1988 年には、福祉の受給資格者
を厳正化する家族扶養法(Family Support Act of 1988)が制定された。さらに、1996 年、個
人責任・就労機会調停法(Personal Responsibility and Work Opportunity Reconciliation 
Act of 1996、以下 PRWORA と略す)が成立された。PRWORA は、受給期間に制限がなか
った州プログラムAFDC(Aid to Families with Dependent Children: 要扶養児童家庭扶助)
を期限つきの連邦プログラム TANF(Temporary Assistance for Needy Families: 貧困家庭
向け一時援助金)へ切り替えたものである。これは福祉プログラムの縮小であり、連邦政府



























































































図 0-１: 1968 年を基準としたジニ係数の推移 
出典 Daniel H. Weinberg, “A Brief Look at Postwar U.S. Income Inequality,” 








(3)  ニクソンの宗教性 
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図 0-3 となる。なお、図中の外枠 2 重線は自由主義を意味する。 
まず、自由主義の内部は、3 つに分かれている。第 1 に、リベラリズムである。リベラリ
ズムは、ニューディール以来、歴代の民主党政権が社会問題を解決すべく、連邦政府の機
能を拡大させた考え方である。やがて、これは「自由主義の伝統」からの逸脱とみなされ










図 0-3: 自由主義内部の構図 
 





                   部分否定 










(1)  研究の視点 
 














































 第 1 部は、福祉国家再編の前提である。「小さな政府」へ向かおうとした 2 つの政策をた
19 
 








 第 2 章「大統領府内組織の改編」は、OEO(Office of Economic Opportunity: 経済機会局)






 第 2 部は、ニクソン政権の福祉改革の立案から可決までの過程である。長い議論を経て、
連邦政府が行う福祉を縮小する家族扶助法は、稼得能力のない人に対する所得保障
SSI(Supplemental Security Income: 追加的所得保障)の項目だけが可決した。1970 年まで
の第 91 議会が家族扶助法を否決したので、ニクソン政権は法案名を変えて 1971 年からの
第 92 議会に望みをかけたが、うまくいかなかったのである。そこで、本研究は、福祉改革
の立案から可決までの過程を、議論の舞台ごとに 3 つに区分する。 
 第 1 章「州間格差の是正」は、行政府における福祉改革の立案過程である。これは、市
場での競争に負けた人々を救済する新自由主義的な福祉改革、すなわちアメリカ版生活保










 第 3 章「対象範囲の限定」は、上院財政委員会(Committee on Finance)における審議過
程である。財政委員会は、上院において税制と社会保障を管轄する委員会であり、下院に













 第 1 章「ニクソン改革の復活」は、1988 年の家族扶養法の審議過程である。1987 年に
ロングが政界を引退すると、福祉改革の動きが再燃した。民主党内の若手のなかから従来
の福祉政策拡大路線に批判的なグループが形成され、その主要メンバーだったフォード
(Harold E. Ford)が 67 人の協力者を集め、下院に法案を提出したのである。これに呼応す
るように、モイニハンも福祉改革への協力者を集め、下院案との調整の末、法案を可決成
立させたのである。ここに、家族主義的な改革が実現したのである。 


































的になった。そして、狭義の「社会保障」は、OASDI (老齢者遺族癈疾者年金保険: Old-Age, 




りはじめた。連邦議会上院は、1977 年に「労働および公的福祉委員会 Committee on Labor 
and Public Welfare）」から「健康教育労働および年金委員会（Committee on Health, 
Education, Labor and Pensions）」へ名称変更した。また、連邦政府の省庁も、1979 年、
保健教育福祉省（Department of Health, Education and Welfare）から保健人的サービス
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副大統領 スピロ・アグニュー(Spiro Agnew) 
経済諮問委員会委員長 ポール・マクラッケン(Paul McCracken) 
同 委員 ヘンドリック・ハウサンカー(Hendric Hauthanker) 
同 委員 ハーバート・ステイン(Herbert Stein) 
財務長官 デビッド・ケネディ(David Kennedy) 
商務長官 モーリス・スタンズ(Maurice Stans) 
農務長官 クリフォード・ハーディン(Clifford Hardin) 
労働長官 ジョージ・シュルツ(George Shultz) 
大統領顧問 アーサー・バーンズ(Arthur Burns) 
政府予算局長 ロバート・メイヨー(Robert Mayo) 
大統領補佐官 ウィリアム・サファイア(William Safire) 
 










































 このマクラッケンの提案に対し、2 つの懸念が示された。第 1 に、戦後ベビーブームがも
たらした急速な住宅不足である。子どもの数が増える一方なので、住宅に対する消費者支
出は縮小しないという意見が出された。これは、消費者支出全体も拡大するという懸念で






















 バーンズの国内政策案は、インフレ対策、学生運動、犯罪、都市問題の 4 つを問題とし
た。なかでも、インフレ対策を最も深刻な問題ととらえた。そして、2 つの具体策を提案し

























(3)  インフレの現状  
  
1969 年 5 月 16 日、CCE で現状のインフレをどう把握するかが検討された。ここでは、
すでにインフレが収まったとみるか、小康状態に過ぎないとみるかで意見が対立した。 
会議冒頭、マクラッケンがいくつかの経済指標を示した。これらの指標のなかで、通貨




























(4)  削減対象の検討 
 
 現状においてインフレが終息しているものの、インフレ再発を抑えるため、連邦政府の



















































した。ハーディンによれば、過去 36 年間で 640 億ドルの農業補助金が支給され、1970 年

























































































































上院院内総務 イヴレット・ダークセン 1969 年 9 月 7 日死亡 
→ ヒューゴ・スコット(Hugh Scott)同 9 月 24 日選出昇格 
上院院内幹事 ヒューゴ・スコット→ロバート・グリフィン(Robert Griffin) 
下院院内総務 ジェラルド・フォード(Gerald Ford)  
下院院内幹事上席 レスリー・アレンド(Leslie Arends) 
 





























































表 1-1: 1969 年削減要求額および決算 
出典 Memo; Buchanan: 15 April 1969: Box 78: F1969Apr: POF: SMOF: WHSF; RMN
および Statistical Abstract of the US, 1971 より筆者作成。 
 
項目 削減額 1969 年決算 
軍事費  -1,100 82,497 
人的資源費 教育、雇用、職業訓練など  7,548 
 医療  5,162 
 メディケア  5,695 
 貧困層向け所得保障  13,076 
 老齢年金 -1,000 27,298 
 退役軍人関係 -245 7,631 
物理的資源費 エネルギー  1,010 
 天然資源および環境  2,900 
 商業および住宅  119 
 交通(郵政含む) -420 6,526 
 地域社会及び地方政府  1,552 
国債費   12,699 
その他 外交関係 -264 4,600 
 宇宙および技術開発 -230 5,020 
 農業および国土保全 -345 5,826 
 司法  766 
 政府一般  1,936 
 その他 -150 7,986 




















































































































ているが、1960 年代末から 1970 年代初頭の共和党は、議会指導部に対し異なる意見を堂々
と主張していたのである。 





 そこで、ニクソンは、進行中だった OEO 改革を例に、ピケ規制が労働者の権利を損なう
ものではなく、安価にプログラムを実行する手段であると訴えた。 
 
[OEO が管轄している]職業部隊は、かつて 2 万 7,000 人分の職業訓練しかできません
でした。ですが、今では 6 万人分の職業訓練を行っています。なぜなら、1 人当たり 8,000























































































































制限を加える労使報告公開法(Labor Management Reporting and Disclosure Act of 1959, 
ランドラム＝グリフィン法 Landrum-Griffin Act ともいう)の成立に尽力したことで、一躍




















































表 1-2: マクラッケンが提示した表 
出典 Memo; Safire: 15 October 1969: F1969Oct: Box 79: POF: SMOF: WHSF; RMN. 
 
 GNP(10 億ﾄﾞﾙ) 失業率(%) 物価上昇(%) 
1969 年 
1-3 月期 909 3.3 4.9 
4-6 月期 925 3.5 5.2 
7-9 月期 945 3.7 5.4 
10-12 月期 953 3.9 4.1 
1970 年 
1-3 月期 963 4.2 3.7 
4-6 月期 973 4.5 3.1 
7-9 月期 993 4.7 3.4 






















  そこで、日を改め、11 月 13 日、大統領が発する強いメッセージについて CCE で話し合
いが行われた。会議の冒頭、ニクソンは、強いメッセージを発するべきという経済界から













































































 第 1 に、ニクソンが市場機構を重視しているといえるのは、多額の連邦歳出をインフレ
の原因とみなし、市場機構を歪めていると考えていたからである。そのため、戦時下であ
るにもかかわらず、ニクソンは軍事費の削減を了承したのである。 
 第 2 に、ニクソンの福祉観は医療や貧困層向けの所得保障など、老齢年金以外の社会保
障を歳出削減の除外したことにあらわれている。ニクソンは、戦時下において軍事費を削
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第 2 章  大統領府内組織の改編 
  
 
1. OEO の成り立ちと批判 
 









く。そもそも、アメリカでは、各州が植民地時代のエリザベス救貧法(Elizabeth Poor Law, 
of 1601)を援用した救済を行っていた。この救済は 3 つに分けることができる。第 1 に稼得










































































そのため、図 1-1 のように、OEO 局長と副局長に助言する諮問委員会が 2 つあり、管轄
する事業は 15 もあった。これらの事業の中には、人種問題に携わる公民権局(Office of Civil 
Rights)や老齢年金局(Office of Older Pensions Programs)、辺境問題局(Office of Rural 
Affairs)もあった。さらに、全国を 7 つに分け、地方事務所を設置した。 
 
 
図 1-1: ジョンソン政権期の OEO 組織 


















(Sargent Shriver)を任命した。ケネディは、1962 年に社会保障法公的福祉修正(Social 
















































(Community Action Agencies: 地域活動局)が実施していたヘッド･スタート(Head Start)
や VISTA (Volunteers in Service to America: アメリカ奉仕団)も支援した。ヘッド・スタ













(3)  連邦議会からの問題指摘 
 
連邦議会は、設立当時から、OEO に問題点があることを指摘していた。連邦議会が指摘






は OEO の下部機関であり実働部隊でもある CAAs の運用に修正を加えた。CAAs における




 第 2 に、OEO の予算である。連邦議会は、特に、職業部隊と CAAs に多額の予算が投入











(4)  経済団体からの批判 
 





第 1 に、職業部隊の費用対効果である。1967 年 7 月から 1968 年 6 月の 1 年間で、職業














































ラムを 2 分化することを提案した。参加者の精神的な発達を考え、14-17 歳と 17-21 歳に分
割するのである。第 5 に、名称変更である。職業部隊の事業内容を考えれば、「キャリア機









(1)  OEO 改革の指針 
 













ニクソンの OEO 改革の方針は、非常に簡潔なものだった。OEO の業務内容の効率化を
目的とし、州や郡市の権限を強化し、少ない予算で OEO を運営させるものだったからであ
る。これは、既存の OEO 縮小することを意味した。 













(2)  改革に関わった人々 
 
ニクソンの指針を受けたのは、新任の OEO 局長だった。シュライバーが 1968 年にフラ











4 月 21 日、ニクソンは、このラムズフェルドを閣僚待遇で OEO 局長に任命すると発表
した。そして、OEO 改革と表裏の関係にある福祉改革で主導的役割を果たしている












ラムズフェルドが OEO 局長に就任したことで、OEO 改革は実質的に始動した。なお、
ニクソン以外で OEO 改革に携わった人々は、以下のとおりである。 
 
OEO 局長 ドナルド・ラムズフェルド 
都市問題担当補佐官 ダニエル・モイニハン 
政府予算局課長 リチャード・ネイザン(Richard Nathan) 
 
モイニハンは、社会学者でもあり、黒人貧困層が集中する都市で生じた問題の専門家で




(3)  ラムズフェルドの指針 
 







表 1-3:  OEO 改革に関する 2 つの指針 
出典 Memo; Federal Agency: 27 March 1969: FM1969March: Box1: PPF: SMOF: 
WHSF; RMN および Memo: Buchanan to President; 17 June 1969: F1969June: Box 78: 
POF: SMOF: WHSF; RMN より筆者作成。 
 
ニクソンの指針 ラムズフェルドの指針 
















る。第 1 に、「州に設置されている OEO 地方事務所は OEO 予算の範囲内で活動すること」
である。これは、連邦政府の組織たる OEO の地方事務所が勝手な行動をしないよう予算上
の拘束をかけることを意味した。第 2 に、「OEO は補佐的な役割にとどまる」ことは、従
来のように、OEO が積極的な活動をしてはいけないという勧告である。第 3 に、「OEO は











(4)  共和党議会指導部への協力要請 
 
ラムズフェルドが示した新しい OEO は、これまでの姿を大きく変えるものであった。そ
のため、OEO 内部と OEO を支持してきた民主党議員から強い抵抗を受けることは目に見
えていた。ラムズフェルドは、OEO 改革を行う行政府再組織法(Executive Reorganization 
Act of 1969)に対し、民主党議員からの妨害修正案を想定し、先手を打って OEO 改革法案
を制定することを考えたのである。 























(Everett Dirksen)は、上院共和党として OEO 改革に全面協力すると約束した。このように
共和党議会指導部の協力を得て、ラムズフェルドは改革人事に着手した。改革人事は、大
きく 2 つに分けることができる。 
第 1 に、OEO を離れた官僚対策である。一般的に、アメリカ政治における官僚の役割は
大きくない。だが、福祉政策における官僚の役割は極めて大きかったので、ラムズフェル
ドは、自分の就任にともなって辞職した官僚にも気を配らなければならなかった。そこで、












第 2 に、現職の OEO 官僚対策である。これは、OEO 官僚に十分な説明を行ったうえで、
主要な役職の人事を差し替えるというものだった。OEO 官僚への説明について、当初、ラ
ムズフェルドは、ニクソンに OEO を訪問してもらい、官僚に語りかけてもらうことを計画
した。そして、日程を 11 月 10 日から 17 日の間にして欲しいと求めた。ここには、ニクソ
ンが読み上げる予定の演説原稿も添付した。だが、ラムズフェルドの希望はかなわず、ニ
クソンの OEO 訪問は行われなかった24。 
そこで、ラムズフェルドは、自身が OEO 官僚に向けた演説を行うことにした。OEO 官

























    
(5)  プログラムの移管 
 
人事改革のつぎに、プログラムの移管が行われた。他省庁に移管する OEO プログラムは、

















   OEO の中心プログラムが移管され組織が縮小されたとすれば、残された OEO 組織はど
のようになったのだろうか。組織改革という点に焦点を当てると、OEO で中核的な役割を










図 1-2: 改革後の OEO 組織 
出典 OEO Annual Report (fiscal year 1969-1970); Box 4: FG6-7: Subject Files: WHSF; 
RMN. 
 




CAAs は、全国で 928 もあったからである。ここに所属したのは、専門家 2 万 3,500 人、
一般職 5 万 8,000 人、ボランティア 20 万人で、総勢 26 万人超になった。彼らが救済する
貧困層は、約 700 万人にも達した。しかも、これらは OEO 改革を行うことでようやく出て
きた数字だった。それ以前は、OEO 局長の裁量で自由に組織を拡大していたため、OEO
局長は、組織の末端の数字など、正確に把握していなかったのである。そのため、ニクソ




ニクソンとラムズフェルドが行ったプログラム移管によって、図 1-2 のように、OEO 組























































































療を受けた人の数も、1970 年には、120 万人にのぼった。なお、1970 年会計で、OEO の
総合保健サービス予算は 7,500 万ドル、このうち新規事業と広報に 970 万ドル、医療労働
力開発(Health Manpower Development)に 280 万ドルが割り当てられた。これに対し、保




 第 2 に、家族計画(Family Planning)である。家族計画は、簡単に言えば、避妊教育など
の産児抑制である。OEO の家族計画も、1967 年、強化プログラムに指定された。そして、
320 の CAAs が参加し、貧困層に無料で避妊教育を行ったのである。やがて OEO の家族計
画の評判が広まると、地域の大学医学部や研修医が勤務する病院からの協力が増加した。
そこで、OEO は避妊教育を実施する対象範囲を 10 代の貧困層にまで拡大した。また、出
産後の母親や家族に対する育児指導も実施するようになった。この OEO の家族計画には、






OEO が実施する必要はないと考えていたからである。その理由は、ネイザンが OEO とい
う存在そのものに疑問を呈していたからである。ネイザンは、OEO について 2 つの問題点
















張であった。先にも述べたように、改革後の OEO について、ラムズフェルドは OEO 官僚
に、貧困層への支援と調査、政策評価を実施するものと説明した。そのため、改革後の新
生 OEO にも、調査と政策評価の存在意義持たせなければならなかったのである。 




OEO の家族計画である。OEO が行っていた 10 代の貧困層への避妊教育や産後の母親と家
族に対する育児指導は、医療や公衆衛生の専門家からの評価も高かった。そのうえ、ニク






























































(2)  組織の効率性 
 
 ニクソン＝ラムズフェルドが OEO 組織を縮小して目指したもうひとつは、組織の効率性
だった。ただし、何を効率化させるかという点で、ニクソンとラムズフェルドには若干の
違いがあった。  
大統領ニクソンは、2 月 19 日に発表した OEO 改革方針にあるように、連邦政府全体の
効率化をはかり、金融経済を活発化させることを目指した。そのため、他の組織の改革に



























































この OEO 改革は、第 1 章でも指摘したように、経済的弱者の救済そのものは否定してい
 66
ない。むしろ、連邦政府が経済的不平等を是正する政策を肯定しているのである。だから
こそ、OEO 改革において、ニクソンは OEO を廃止しないと選択した。OEO の問題は、ジ
ョンソン政権の経済的不平等の是正が「行き過ぎ」だったからである。いわば、ニクソン
は経済的不平等を認識していても、結果の平等の実現には反対だったのである。そこで、
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第 1 章 州間格差の是正 
  
  
1. AFDC の問題点 
 
(1)  イリノイ州クック郡の事例 
 
 第 1 部で論じたように、ニクソンは市場経済を重視したうえで、「小さな政府」へ向かう
改革を行った。これは、本研究がいうところの新自由主義的な動きであり、「大きな政府」
を作りだした福祉政策の改革と連動していた。そして、1960 年代から AFDC とよばれるプ
ログラムを拡大させてきたことへの反動でもあった。本章では、1970 年代におけるニクソ
ンの福祉改革を論じるにあたって、はじめに、これに先立つ 1960 年代の AFDC 受給者に
対する典型的な 2 つの見方を提示する。 
 第 1 に、AFDC 受給者を好意的にみるイリノイ州クック郡の事例である。クック郡は、
民主党支持者の多いシカゴ市隣接地である。この地域は、第 2 次世界大戦中の一時期を除
いて、著しく人口が増加し、1960 年代には 500 万人を越えるようになった1。 








 しかし、グリーンレイ・アソシエイツの報告書によると、このような AFDC 受給者は全
体の 3%以下にすぎなかった。むしろ、夫の失踪によって一家の大黒柱となり、再婚もでき
ず、貧困にもがき苦しんでいる母親が大半であるという姿を示した。たとえば、クック郡
に典型的な AFDC 受給者は、年齢 30-35 歳、15 年以上イリノイ州在住、ミシシッピ州生ま
れの黒人であった。家族構成は、母 1 人に子ども 3 人の家庭であった。母親は結婚して、
イリノイ州で子どもを産んだが、夫が失踪してしまった。その後 4 ヶ月から 1 年程度、母
親ひとりで子どもを養ってきた。母親は高卒で、特別な職業訓練を受けていなかった。機
械のオペレーターなどをして、月 150-199 ドルほど稼いだ3。 
ただし、一度 AFDC を受給すると、母親は就職活動をしなくなった。幼い子どもが母親





















   
(2)  ニューヨーク州ニューバーグ市の事例 
 
 第 2 に、AFDC 受給者を否定的にみるニューヨーク州ニューバーグ市の事例である。ニ
ューバーグ市も、第 2 次世界大戦後、AFDC 受給者が増加した地域であった。ここは、ニ











































(3)  3 つの批判 
  
 これら 2 つの見方をふまえ、1960 年から 1971 年にかけて別々に行われた 4 つの調査を













第 1 の批判は、AFDC 受給者の倫理低下である。上院議員バード (Robert Byrd、ウエス
トヴァージニア州、民主党)がその典型であった。 バードは、1962 年の社会保障法改正時、




















していたインフレ対策の方針とも一致し、政府予算局や CEA(Council of Economic 
Advisers: 経済諮問委員会)、財務省からも支持された10。 
 第 3 の批判は、州間格差である。これは、1968 年の大統領選挙で、共和党候補だったニ
クソンが提示した問題である。表 2-1 のように、第 2 次世界大戦後、AFDC 歳出割合は増
加しはじめ、1960 年代には歳出の 15%以上を維持し続けるようになっていたのである。 
  
 
表 2-1:  連邦歳出における AFDC の割合 




















2. AFDC 改革の立案 
  
(1)  「平等」な福祉から「同等」な福祉へ 
 
はじめてニクソンが AFDC について公の場で言及したのは、1968 年 10 月 25 日のこと
であった。ニューヨーク州とニュージャージー州で放送された『東部地区生放送(Eastern 






















クソンの考えは、10 月 28 日の CBS ラジオでの演説で、より明確に述べられた。  
 
AFDC のジレンマは次のようなものです。われわれは AFDC を受給することをどうし
ようもないと恥じるのではなく、AFDC 受給をやめて健全な状態にならなければいけま
せん。そんなジレンマを終わりにするために、現行の制度に対して、改革を行うのです。







ニクソンがいうところの「平等」な AFDC とは、AFDC を受給することで生活水準を引




行の AFDC と全国基準導入後の AFDC を以下に図示する。 
 
 
図 2-1: 全国基準導入前の AFDC 
ﾆｭｰﾖｰｸ 
        
        
    ﾐｼｼｯﾋﾟ    
      州財源  
      連邦助成金  
 
図 2-2: 全国基準導入後の AFDC 
ﾆｭｰﾖｰｸ 
    
        
    ﾐｼｼｯﾋﾟ    
      州財源(任意)  
     連邦基準 
連邦財源 
 










ッピ州の AFDC が約 5 倍まで広がっても、それは各州が判断することであり、連邦政府が
介入すべき問題とはされなかった。 










家庭に AFDC が支給されたのである14。 













大統領当選が決まった 11 月 5 日、ニクソンは、早速、福祉改革を行うための調査委員会
(正式名称は、「公的福祉に関する特別調査委員会（Task Force on Public Welfare）」である
が、政府予算局課長のネイザンが委員長であったことから、以下「ネイザン委員会」とす





















そして、大統領就任式から 3 日後の 1 月 23 日、ニクソンは国内問題を専門的に扱う





















































表 2-2:  AFDC 受給者数の変化 




























































案(A 案)であり、もう 1 つは算定した金額より歳出を増やして AFDC を州政府から連邦政
府へと移管する草案(B 案)であった。本来であれば、算出した金額にそって、AFDC を州政
府から連邦政府へと移管する草案を作らなければならないにもかかわらず、官僚は意図的







なお、逆所得税を組み込んだ A 案の内容は複雑なので、図 2-3 で示す。 
 
 
図 2-3: A 案実施後の AFDC 
 
 ﾆｭｰﾖｰｸ  ﾐｼｼｯﾋﾟ    
        州財源(任意)  
         追加的所得保障 SSI 
         給与所得  
      州基準 州財源   
      連邦基準 
連邦財源 AFDC 
       
 
 
図 2-3 の右グラフのように、逆所得税を組み込んだ A 案では、連邦基準に沿った AFDC
も土台に、州プログラムを実施する。AFDC の金額は、親 1 人子 1 人の世帯で年間 900 ド
ル、3 人家族で 1,200 ドル、4 人家族で 1,500 ドルとした。そのうえ、仕事をする者は、給
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与所得の50%をSSI (追加的所得保障: Supplemental Security Income)として受けることが
できた。さらに、地域によっては、公営住宅に住むこともできたし、そのほかの所得保障
を受けることも可能であった(点線部分)。都市に住む 4 人家族低所得者の平均年間食費が




なお、図 2-3 で示した具体的な金額は、親 1 人子 3 人の世帯をモデルとすれば、AFDC
が年間 1,500 ドル、州プログラムが年間 375 ドルとなる。父子家庭・母子家庭を問わず、
年収 742 ドル以下の低賃金労働者も AFDC の受給対象とした。年収 742 ドルまでは、50%















































それから 1 週間後の 4 月 21 日、バーンズから現行制度の問題点を指摘する文書がニクソ
ンに届けられた。バーンズが指摘した問題点は、第 1 に、AFDC 受給者が自分で稼ぐ賃金
より高額の所得保障を受けていることである。第 2 に、保健教育福祉省以下、関係機関の
リベラル化と AFDC 受給資格の甘さである。これは、官僚と彼らが働く部局が積極的に活









たニクソンは、4 月 28 日、首席補佐官ハルデマン(Henry R. Haldeman)と国内問題担当補
佐官アーリックマン(John Ehrhlchman)で、バーンズ案と A 案の比較検討を行った。ここ
で、ニクソンは A 案の問題を 2 点指摘した。第 1 に、州間格差という AFDC の全体問題が
解決できなくなる。A 案には所得保障のインパクトが強すぎて、南部諸州が受け入れない可
能性があると懸念した。これでは、ニクソンの福祉改革の目的たる州間格差を是正するこ
とはできなくなる。第 2 に、A 案が AFDC を黒人貧困層向けのプログラムに変質させてし
まう可能性である。これは、なにか根拠があっての指摘ではなく、先に述べた AFDC 受給
者に対するイメージから想定されたものといえる。無能で怠惰、働くことを好まず、性的








とにしたのである。5 月 9 日、小委員会のアンダーソンが A 案とバーンズ案の比較検討を
行い、プログラムを実行するにあたって、次の 2 点を強調した。第 1 に、所得保障金額が
最も低いバーンズ案が、最も働く意欲を喚起することである。所得保障が不十分なので、








表 2-3:  バーンズ案と A 案の比較 
出典 Technical Evaluation of Income Maintenance Proposals; Anderson to McCracken: 











































































































































就労要求をニクソンが高めると報道した。また、ニクソンの福祉改革は 1971 年予算で 37.42
億ドルかかり、その地域配分は東北部 6.05 億ドル(16.2%)、中北部 8.15 億ドル(21.8%)、南

















































 福祉改革で官僚を排除しなかった結果、OEO 改革と決定的な 2 つの違いが生じた。第 1






 第 2 に、歳出の増加である。そもそも、現行の AFDC では、連邦と州の拠出割合は、1
対 1 で同じだった。だが、A 案では、その割合が 4 対 1 に変わった。先に述べたように、
この割合を算定した基準は、現行制度における AFDC 歳出であった。すなわち、全米 50
州に 50%の割合で支出していた連邦助成金を 75%に換算しなおし、改革後の AFDC 支給額
を割り出したのである。したがって、この変更だけであれば、AFDC 歳出は変わらなかっ































サチューセッツ州選出の上院議員ブルック (Edward W. Brook Ⅲ )や全米都市連合
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(3)  歳入委員の顔ぶれ 
 
このような第 91 議会の下院歳入委員は、民主党議員 15 名、共和党委員 10 名の総勢 25
名であった。ただし、1970 年の選挙などを経て、第 92 議会で 2 名の委員が変わった10。 
 
民主党 ◎ ウィルバー・ミルズ ｱｰｶﾝｿｰ州 
 ヘイル・ボグス(Hale Boggs) ﾙｲｼﾞｱﾅ州 
 ジョン・ワッツ(John G. Watts) ｹﾝﾀｯｷｰ州 
 アルバート・ウルマン ｵﾚｺﾞﾝ州 
 ジェームズ・バーク(James A. Burke) ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ州 
 マーサ・グリフィス(Martha W. Griffiths) ﾐｼｶﾞﾝ州 
 ダン・ロステンコスキ(Dan Rostenkowski) ｲﾘﾉｲ州 
 フィル・ランドラム(Phil M. Landrum) ｼﾞｮｰｼﾞｱ州 
 チャールズ・ヴァニク(Charles A. Vanik) ｵﾊｲｵ州 
 リチャード・フルトン (Richard H. Fulron) ﾃﾈｼｰ州 
 ジェイコブ・ギルバート（Jabob H. Gilbert） 
 →ジェームス・ショイアー(James Scheuer) 
ﾆｭｰﾖｰｸ州 
 →ﾆｭｰﾖｰｸ州 
 オマール・バールソン(Omar Burleson) ﾃｷｻｽ州 
 ジェームス・コールマン(James C. Corman) ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 
 ウィリアム・グリーン(William J. Green) ﾍﾟﾝｼﾙｳﾞｪﾆｱ州 
 サム・ギボンス(Sam M. Gibbons) ﾌﾛﾘﾀﾞ州 
共和党 ジョン・バーンズ(John W. Byrnes) ｳｨｼｺﾝｼﾝ州 
 ジェームス・ウット(James B. Utt)  
 →ジョン・シュミッツ(John G. Schmitz) 
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 
 →ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 
 ジャクソン・ベッツ(Jackson E. Betts) ｵﾊｲｵ州 
 ハーマン・シェーベリ(Herman T. Scheebeli) ﾍﾟﾝｼﾙｳﾞｪﾆｱ州 
 ハロルド・コリー(Harold R. Collier) ｲﾘﾉｲ州 
 ジョエル・ブロイヒル(Joel T. Brpyhill) ｳﾞｧｰｼﾞﾆｱ州 
 バーバー・コナブル(Barber B. Conable, Jr.) ﾆｭｰﾖｰｸ州 
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 ジョージ・ブッシュ(George H.W. Bush) ﾃｷｻｽ州 
 ロジャー・モートン(Rogers C. B. Morton) ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ州 













2. 1969 年家族扶助法 
 
(1)  就労の付帯 
 
 家族扶助法を下院に提出するにあたって、突然、ニクソンは福祉改革を老齢年金の引き
上げと抱合せることを発表した。そこで、1969 年 9 月 25 日、「社会保障に関する教書





















































表 2-4: 現行老齢年金制度の歳入歳出予測比較  
出典 FAP, 1969, p.181. 
(単位：10 億ドル) 
 歳入 歳出 年金基金 
1967 現在 1967 現在 1967 現在 
会計年度 
  1970 --------- 32.8 35.2 28.5 28.4 4.3 6.8 
  1971 --------- 35.8 38.6 29.6 29.6 6.2 8.9 


















表 2-5: 老齢年金支給額の推移 
















そこで、ベーネマンは、家族扶助法は、WIN(Workforce Investment Network: 労働力開


















法案の要点を 2 つに分けて説明した。第 1 に、労働意欲の喚起である。家族扶助法のもと





現行制度を最大限利用するという意味で、WIN を活用する。AFDC 受給者の WIN への登
録を促進させ、「とにかく働く」という意欲を高め、その間に託児施設の整備をすすめる。
そして、訓練を受けた人々への職業紹介は、雇用創出プログラムと共同で行う。1967 年の
実績で、公的支援を受けている人の 58%が WIN に参加し、その 72％が何らかの職を得た。
そのため、家族扶助法では、これを拡大して運用する。具体的には、年間 15 万人の AFDC





























支給するのであれば、4 人家族に支給する AFDC は年間 1,200 ドルでよいとも述べた。こ
れは、家族扶助法より 400 ドルも低い金額であった。第 2 に、平等の取り扱いである。状
況が多種多様な個人を完全に平等に扱うことなどできないと主張した。そのうえで、福祉






表 2-6:  家族扶助法で福祉受給額が増加する州の平均値  





FAP 食料切符 社会保障 連邦税 FAP 食料切符 
0-720 0 39 4.8 0 1,600 720 
720-3,000 50 15 4.8 0 - - 
3,000-4,000 50 15 4.8 14 - - 





























 1970 年 3 月 5 日、下院歳入委員会は家族扶助法に関する採決を行い、21 対 3 で可決し
た。2 名の棄権者は明らかではないが、反対票を投じたのは、ウルマン、ランドラム、バー








(1)  規則委員会とは 
 


























民主党 ◎ ウィリアム・コーマー(William M Colmer) ﾐｼｼｯﾋﾟ州 
 レイ・マデン(Ray J. Madden) ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ州 
 ジェームス・デレニー(James J. Delaney) ﾆｭｰﾖｰｸ州 
 リチャード・ボーリング (Richard Bolling) ﾐｽﾞｰﾘ州 
 トーマス・オニール(Thomas P. O’Neill) ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ州 
 B.F. シスク(B.F. Sisk) ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 
 ジョン・ヤング(John Young) ﾃｷｻｽ州 
 クロード・ペッパー(Claud Pepper) ﾌﾛﾘﾀﾞ州 
 スパーク・マツナガ(Spark M. Matsunaga) ﾊﾜｲ州 
 ウィリアム・アンダーソン (William R. Anderson) ﾃﾈｼｰ州 
共和党 アレン・スミス(H.Allen Smith) ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州 
 ジョン・アンダーソン(John Anderson)  ｲﾘﾉｲ州 
 デイヴ・マーティン (Dave Martin) ﾈﾌﾞﾗｽｶ州 
 ジェームス・キレン(James H. Quillen) ﾃﾈｼｰ州 
 デルバート・ラッタ(Delbert L. Latta) ｵﾊｲｵ州 
 







福祉政策は、福祉そのものを混乱させた。具体的には、社会保障法の 1962 年修正と 1967
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年修正である。1960 年から、AFDC にかかる費用は 3 倍になった。ここ 15 年で AFDC 受



















































 そこで、ウルマンは、家族扶助法が利用を拡大するとした WIN を批判の標的とした。
WIN はジョンソン政権が考えたプログラムであり、全体として彼らが想定した結果には程
遠いと指摘した。WIN を必要としている世帯が 170 万もあるにもかかわらず、1968 年に





  そのうえ、ウルマンは、AFDC 受給者を就労させることは不可能だと述べた。州の雇用































翌 4 月 16 日、下院歳入委員会は法案概要を発行した。その骨子は以下の 6 つである。第
1 に、家族扶助法下での AFDC 受給額である。十分な収入のない子どものいる家庭におい












720 ドルと賃金の 3 分の 1 ないし総収入の 5 分の 1 である45。 






第 4 に、就労と職業訓練である。これは既存のプログラム WIN を活用することが基礎と
なり、政府の部局や非政府組織と協力した公共利益に関する仕事も含む。職業訓練にかか
る費用の 90%は連邦政府が負担する。職業訓練の WIN が実施するプログラムに参加すると、
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 まず、上院財政委員会には、1930 年代に一世を風靡した「富の再配分(Share Our Wealth)」
の影響が残っていた。これは、ルイジアナ州選出の上院議員だったヒューイ・ロング(Huey 
P. Long、以下フルネームで表記する)が打ち出した政治要綱であり、委員長であった彼の息




















 1934 年 2 月、ヒューイ・ロングは、全国放送のラジオで「富の再配分社会」を創設する
と宣言した。連邦財産税と相続税を導入し、100 万ドル以上の収入に 100%の所得税をかけ
るとしたのである。そして、ルイジアナ州で「富の再配分」クラブを創設すると、これが





ズヴェルトが 54%、次点ヒューイ・ロングが 11%という結果になった。だが、9 月 8 日、




















(2)  南部出身上院議員の一体性 











































変わるものの、民主党委員 10 名と共和党委員 7 名という構成は同じであった10。 
 
民主党 ◎ ロング・ロング ﾙｲｼﾞｱﾅ州 
 クリントン・アンダーソン(Clinton Anderson) ﾆｭ-ﾒｷｼｺ州 
 アルバート・ゴア → ゲイロード・ネルソン 
 (Albert Gore → Gaylord Nelson) 
ﾃﾈｼｰ州→ｳｨｽｺﾝｼﾝ州 
 ハーマン・タルマッジ (Herman Talmadge) ｼﾞｮｰｼﾞｱ州 
 ユージン・マッカーシー (Eugene McCarthy) ﾐﾈｿﾀ州 
 ヴァンス・ハトク (Vance Hartke) ｲﾝﾃﾞｨﾅ州 
 J・W・フルブライト( J. W. Fulbright) ｱｰｶﾝｿｰ州 
 アブラハム・リビコフ (Abraham Ribicoff) ｺﾈﾁｶｯﾄ州 
 フレッド・ハリス (Fred R. Harris) ｵｸﾗﾎﾏ州 
 ハリー・バード (Harry Byrd, Jr.) ｳﾞｧｰｼﾞﾆｱ州 
共和党 ジョン・ウィリアムス→ロバート・グリフィン 
(John Williams → Robert P. Griffin) 
ﾃﾞﾗｳｪｱ州→ﾐｼｶﾞﾝ州 
 ウォレス・ベネット (Wallace F. Bennett) ﾕﾀ州 
 カール・カーティス (Carl T. Curtis) ﾈﾌﾞﾗｽｶ州 
 ジャック・ミラー (Jack Miller) ｱｲｵﾜ州 
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 レン・ジョーダン (Len B. Jordan) ｱｲﾀﾞﾎ州 
 ポール・ファニン (Paul J. Fannin) ｱﾘｿﾞﾅ州 




2. 1969 年家族扶助法 
 
  (1)  ハリスの声明 
  
下院で可決した家族扶助法は、上院へ送られた。そこで、上院財政委員会は、同年 4 月
























AFDC に依存することであり、AFDC 受給者以外のリスクは AFDC にかかる費用を負担す
ることである。これは、幼い子どもがいることを理由にした福祉依存の母親が増えること




























表 2-7: 父親の状況で示した AFDC 受給者数(子ども) 
















 4 月 30 日の公聴会がはじまると、大きな表がガラガラと音を立てて運び込まれてきた。
この表は、ウィリアムスの求めに応じて、保健教育福祉省が作成した代表的な州の AFDC
受給者と非受給者の年収を比較したものであった。表 2-8 のように、アリゾナ州の事例では、
年間給与所得ゼロの貧困層であっても、家族扶助法下で AFDC を 1,600 ドルと州プログラ
ムで 524 ドルを受け取ることができる。そのうえ、食料切符を受け取り、税金と社会保険
料を支払う必要もない。公営住宅に住むことさえできれば、生活に支障はなかったのであ
る。最も大きな問題は、年収 2,000 ドル程度で公的扶助を受けている貧困層が年収 3,000





表 2-8:  アリゾナ州の事例 
出典 FAP, Senate Finance, 1970, p. 270. 
(単位：ドル) 
賃金 FAP 州補助 連邦税 州税 社会保険 食料切符 公営住宅 合計 
0 1,600 524 - - - 441 1,260 3,825 
720 1,600 524 - - 37 441 1,164 4,412 
1,000 1,460 477 - - 52 441 1,152 4,478 
2,000 960 310 - - 104 441 1,068 4,675 
3,000 460 143 - - 156 - 1,008 4,455 
3,866 27 - 9 - 201 - 960 4,643 
3,920 - - 17 - 204 - 948 4,647 
4,000 - - 28 - 208 - 936 4,700 






















差し戻されて修正された家族扶助法は、6 月 10 日、再び、上院財政委員会に送られた。






































 (4) 「皿洗いと掃除人」  
 










































































内容を強化するべきという意見を述べた。その理由は 2 つあった。第 1 に、AFDC 改革を
早急に実行できる点である。第 2 に、AFDC を連邦プログラムにすることである。リンゼ
イによれば、多くの北部大都市では、AFDC が市の財政悪化を招いていた。州政府からの
わずかな補助金で、多くの貧困層に AFDC を支給しているからである。保健教育福祉省の










持に欠陥があることだとした。具体的には、次の 5 つである。第 1 に、家族扶助法が提案
する連邦基準の金額が低いことである。第 2 に、貧しい単身者および若年夫婦が家族扶助
法から除外されていることである。第 3 に、AFDC 受給者の就職あっせんが不十分なこと
である。第 4 に、就労に関わる「相応の雇用(suitable employment)」の定義が不明確なこ









































く誤魔化したのである。そして、1970 年 11 月 20 日、上院財政委員会は、家族扶助法を 6


















3. 1971 年社会保障法修正 
  
(1)  ロングの論点 
 









ここで、1971 年社会保障法修正の内容を整理しておく。1971 年社会保障法修正は、2 つ
のプログラムで構成されていた。第 1 に、AFDC である。AFDC を支給するにあたっては、
生活最低基準を設定し、これに満たない収入の貧困層に AFDC を連邦政府が支給する。こ
れは、中央政府が国民に生活最低水準を保障するベーシックインカムの考え方と似ている
が、父子家庭と単身者を除外している点で異なっていた。第 2 に、SSI(Supplemental 





































リビコフ委員の修正案を支持していた。1972 年 1 月 25 日、公聴会に招聘されたギリガン
は、AFDC 改革の議論が長引きすぎていることへの批判から話をはじめた。そして、1971
年社会保障法修正に 4 つの修正を求めた。第 1 に、連邦政府所管の社会保障プログラムに、
体の不自由な人と高齢者への所得保障を追加することである。第 2 に、1971 年社会保障法
修正が提示するプログラムを、AFDC ではなく新しいプログラムとすることである。第 3




























AFDC 改革に賛成する立場をとりながら、6 つの意見を提示した。第 1 に、改革の主体で
ある。政策の効率性を求めて改革を行うのであれば、自由裁量権を与えられた州のほうが
良い改革を実行できるという点である。第 2 に、所得保障制度の否定である。 AFDC のよ
うな所得保障制度は、貧困問題を解決するどころか、個人の自立性を損ね、貧困問題を拡
大する、と述べた。第 3 に、世帯単位での収入上限の設定と AFDC 受給資格である。 AFDC
を受給するに際し、所得制限をはじめ、受給資格を設定することは肝要だと述べた。第 4
に、失業者の雇用である。公的救済の対象となる失業者は、基本的に、地域貢献する仕事

















































Wiely)の意見も極端だった。ウィリーが代表を務めていた NWRO(National Welfare Rights 




























(3)  世論への訴え 
 
 公聴会は終了したが、通常の手続きとは異なり、報告書は発行されなかった。そのかわ
り、1972 年 2 月 23 日、連邦大陪審の公開法廷で財政委員会の判断を公にしたのである。
その内容は、1971 年社会保障法修正に反対するというものだった。理由は以下の 6 つであ
る。 
第 1 に、子どものいない貧困層向けのプログラムの設置規定が欠如していることである。
1972 年 1 月発行の保健教育福祉省資料によれば、貧困層全体の 17％に子どもがいない。こ
の 17%とは、体の不自由な人と高齢者であった。そのため、彼ら向けのプログラムを設置
することを提案したのである。第 2 に、子どものいる貧困層向けプログラムの欠陥である。
ここで、AFDC 受給者数と不正受給者数の両方が増加していることを指摘した。1972 年 1
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月の保健教育福祉省資料によれば、AFDC 受給者数 297 万 4,000 人のうち、58 万 2,000 人
が不正受給者であり、151 万 8,000 人が正規の受給金額より多く受け取っている。この資料
によれば、約 70%が何らかの不正で AFDC を受給していることになる。第 3 に、プログラ
ムの質を維持することである。1962 年には 1.2％しかいなかった不正受給者の数が 19.5％
まで増加したことを考えれば、AFDC を適正に運用する方法を新たに検討しなければなら
ない。第 4 に、制度不備の公表である。現行制度に不備があることを保健教育福祉省の報














ロングが公開法廷で演説してから約 2 ヶ月後の 4 月 28 日、上院財政委員会は 4 対 10(棄
権 3)で、1971 年社会保障法修正を否決した。反対票を投じたのは、1970 年家族扶助法と
同じく、共和党議員 7 名と南部出身の民主党議員 3 名であった。これを受け、6 月 22 日、
ニクソンは、実現不可能にもかかわらず、「リビコフ議員と連携せずに 1971 年社会保障法
修正を可決させる」と宣言した。10 月 4 日、上院本会議で否決され、10 月 15 日の両院協






 ロングがニクソン政権の AFDC 改革を批判した理由は、2 つに集約することができる。







































































AFDC 改革を挫折させ、稼得能力のない人を対象とした SSI のみを可決させることになっ
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(1)  EITC の導入 
 









委員会のウルマンが提出した 1975 年減税法(Tax Reduction Act of 1975) に組み込まれた。
所得税減税のなかに、貧しい個人に対する所得税還付を加えたのである。ここで、還付対
象となる所得の上限は、寡婦の 1,900 ドル、単身の個人は 1,600 ドル、結婚している個人
は 1,250 ドルとした。これにより、低所得世帯では、おおよそ 15-16%の手取り収入が増加
するとされた。これを原型とし、1975 年 11 月 6 日、ウルマンは 1975 年税制改革法(Tax 
Reform Act of 1975)を提出し、低所得者層への還付率をさらに引き上げた。子どもがいる
世帯への還付比率も 20％となり、65 歳以上の高齢者も対象に追加したからである。これが







る。低所得者層の所得税還付 EITC には 2 面性があり、問題の位置づけによって、その意
味が異なるというのである。低所得者層に対する社会政策と位置付けると、実質的に、EITC
は貧困層への所得保障強化となる。だが、EITC を所得税減税と位置付けると、これは労働
意欲を喚起させる政策ということになる。実際、1975 年に EITC が導入されて以来、次頁










表 3-1:  EITC の拡大 
出典 Ann L. Alstott, “The Earned Income Tax Credit and the Limitations of Tax- Based 
Welfare Reform,” Harvard Law Review, vol. 108, no.3（January 1995）, p.537. 
 
 還付率 還付金額(上限) 適用金額(上限) 
1975 年 10% $400 $8,000 
1980 年 10% $500 $10,000 
1985 年 11% $550 $11,000 
1988 年 14% $874 $18,576 






リーバマン(Jeffrey B. Liebman)も、政策の位置づけという立場から、EITC の中身がニク
ソン政権期にロングが政権案への対案として提出したものと同じだと述べている。そして、





(2)  雇用創出の試み 
  
ニクソン政権の福祉改革が強調していたもうひとつのプログラムは職業訓練である。だ
が、いくら職業訓練を行っても、雇用がなければ意味はない。そこで、1971 年 7 月 12 日、
ニクソンは緊急雇用法(Emergency Employment Act of 1971)に署名し、連邦政府や非営利












であったからである。しかも、ニューディール期の WPA(Work Progress Administration: 
公共事業促進局)ほどのインパクトもなく、歳出だけが増加するという悪循環に陥った。そ






表 3-2 のように、これはアメリカで顕著にあらわれた現象であった8。 
 
 
表 3-2:  先進工業国の労働組合員数の推移 
出典 Jelle Visser, “Union Membership Statistics in 24 Countries,” Monthly Labor 
Review, vol.129, no.1（January 2006）, p.43 
(単位: 千人) 
 アメリカ カナダ 日本 ドイツ イギリス 
1970 18,088 2,211 11,605 6,965 10,068 
1980 17,717 3,543 12,369 8,153 11,652 
1990 16,739 3,897 12,265 8,013 8,952 
2000 16,258 3,740 11,539 8,067 6,636 
 
 
そこで、労働組合上部機関 AFL-CIO(American Federation of Labor and Congress of 
Industrial Organizations)は完全雇用の実現をめざし、1978 年完全雇用・均衡成長法(Full 
Employment and Balanced Growth Act of 1978)の成立を強く後押しした。この法律は、
一時的に失業率を引き下げたが、すぐに失業率を高水準に押し上げた。将来の雇用を先に
消費しただけだったからである。こうして、その求心力を低下させた AFL-CIO は衰退を続












法 (Job Training Partnership Act of 1982、以下JPTAと略す)と名称を変更して復活した。
この法案は、上院議員クエール(Dan Quayle、インディアナ州、共和党)が 1982 年 2 月 2
日に連邦議会へ提出した。上下両院で若干の修正が入ったものの、上院では 95 対 0、下院

















(3)  レーガンの方針転換 
 



























て AFDC を運営していた全米の知事たちの新自由主義的な動きへとつながっていく。 
 











た。それでも、11 月 19 日、健康上の問題から、州知事選挙に出馬しないことを宣言した15。 
1987 年 2 月 25 日、ロングが政界から完全に引退すると、下院では雨後の竹の子のよう
に福祉改革法案が提出された。なかでも、下院議員のフォード(テネシー州、民主党)は 68
人もの共同提案者を集め、3月 19日、家族扶養法(Family Support Act of 1988)を提出した。
フォードの家族扶養法は、AFDC 受給者への勤労義務を強化し、職業訓練と子育て支援を











2. 1988 年家族扶養法 
 























っそう強まった。そこで、彼の支援を受け、1985 年 2 月、公選職者 41 人とギリス・ロン
グのもとで働いていたフロム(Al From)らが新組織 DLC を設立したのである18。 






















(2)  全国知事会が果たした役割 
 























を義務付けた。当時州知事だったロックフェラー(1974 年から 1977 年は副大統領)は、世界
有数の億万長者の家に生まれたが、労働者に対する理解は深かった。1958 年、はじめて州
知事選挙に立候補したときには、完全雇用の実現や最低賃金の引き上げ、労働環境の改善




















2 月 14 日からの冬季大会では、会長のクリントンが各委員会の懸案事項について採決をと
ったあと、執行委員会が提案した福祉改革に話題を移した。ここでは、クリントンらの特
別調査委員会が行った福祉改革の取り組みを賞賛する知事は多かった。なかでも、デラウ



















(3)  法案の審議過程 
 
 全国知事会で福祉改革を議論したことが知れると、連邦議会でも新しい動きがあらわれ
た。先にも述べたように、1987 年 3 月 19 日、フォード議員が家族扶養法案を下院に提出
したのである。家族扶養法案は、下院で 3 つの委員会に付託された。第 1 に、教育及び労
働委員会(Committee on Education and Labor)である。4 月 29-30 日と 5 月 5 日の 3 日間
にわたって公聴会が開かれた。第 2 に、エネルギー及び商業委員会(Committee on Energy 
and Commerce)の小委員会に付託され、4 月 24 日、公聴会が開催された。第 3 に、歳入委
員会(Committee on Ways and Means)の小委員会にも付託された。ここでは、3 月 30 日か
ら 4 月 1 日の 2 日間、公聴会を設置した。これら 3 つの委員会それぞれで若干の修正が加
えられ、6 月から 9 月にかけて、賛成多数で可決した。そして、11 月 17 日、規則委員会で、






審議過程を経た。なぜなら、1987 年 7 月 21 日、上院議員モイニハンが 63 名の共同提出者







業がはじまった。1988 年 6 月 16 日、上下両院案を調整した法案は、上院本会議を 93 対 3
で通過した。これに対し、下院から異議が出たので、再び法案は下院に差し戻された。そ






























民主党 ◎ ロイド・ベンセン(Lloyd Bentsen) ﾃｷｻｽ州 
 スパーク・マツナガ(Spark M. Matsunaga) ﾊﾜｲ州 
 ダニエル・モイニハン ﾆｭｰﾖｰｸ州 
 マックス・バッカス (Max Baucus) ﾓﾝﾀﾅ州 
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 デビッド・ボーレン (David L. Boren) ｵｸﾗﾎﾏ州 
 ビル・ブラッドレー(Bill Bradley) 
ジョージ・ミッチェル (George J. Mitchell) 
ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ州 
ﾒｲﾝ州 
 デビッド・プライアー( David Pryor) ｱｰｶﾝｿｰ州 
 ドナルド・リーグル(Donald W. Riegle Jr.) ミシガン州 
 ジョン・ロックフェラー (John Rockefeller Ⅳ) ｳｴｽﾄｳﾞｧｰｼﾞﾆｱ州 
 トム・ダシュル (Tom Daschle) ｻｳｽﾀﾞｺﾀ州 
共和党 ボブ・パックウッド(Bob Packwood) ｵﾚｺﾞﾝ州 
 ボブ・ドール (Bob Dole) ｶﾝｻﾞｽ州 
 ウィリアム・ロス (William V. Roth Jr.) ﾃﾞﾗｳｪｱ州 
 ジョン・ダンフォース (John C. Danforth) ﾐｽﾞｰﾘ州 
 ジョン・シャフィー (John H. Chafee) ﾛｰﾄﾞｱｲﾗﾝﾄﾞ州 
 ジョン・ハインツ (John Heintz) ﾍﾟﾝｼﾙｳﾞｪﾆｱ州 
 デイヴ・ダレンバーガー (Dave Durenberger) 











した社会保障修正(S.869)である。第 3 に、同じくドールが提出した AFDC 雇用及び職業訓
練再組織法(S.1655)であった31。 
 なお、これらの福祉改革法案に対し、ベンセンが示した方針は次の 5 つであった。これ
らは、第 1 に財政面において安定的かつ持続可能な制度であること、第 2 に州や郡市が主
導してつくりあげる管理システムであること、第 3 に効果的であること、第 4 に協力して
機会と義務を遂行すること、第 5 に柔軟なプログラムであること、である。32 
 



























































 なお、ミクルスキもサンフォードも民主党内の若手改革派グループ DLC と近い関係にあ


























































(1)  現行制度との比較 
 















親が失業中の家庭も対象としていたが、上院案はその期限を 6 か月に制限した43。 
 第 2 に、就労、教育、職業訓練である。これらのプログラムに参加するのは、3 歳以上の






く、上院案は 10 代の未婚の母親に対象を集中させたのである44。 




人当たり月額 175 ドルを提示した。これに対し、上院案は、9 か月間の託児施設利用保障(最






 そこで、現行法と比較して両案を整理すると、次頁表 3-3 のようになる。この表からわか
ることは、ニクソンの福祉改革が挫折して以来、母子家庭には無条件に AFDC が支給され
ていたことである。そして、税額控除 EITC と雇用創出によって、AFDC を受給者に就労
を促そうとする試みが続いていた。だが、これらの政策は部分的なものであり、福祉政策
としては限定的な役割しか果たさないものであった。そこで 1987-88 年の福祉改革では、






くかかわっていた。これは、福祉改革をめぐり、1970 年代のニクソン政権期と 1980 年代
のレーガン政権期の対立軸がほとんど変わらないことを意味している。福祉改革について














表 3-3: 現行法と上下両院改革案の比較 
出典 Carmen D. Solomon, CRS Report for Congress, Two Versions of H.R. 1720, 
Summary, pp. 16-63 から抜粋。  
 
 現行制度 下院案 上院案 
AFDC 



































② 19 歳以下の母 
③ 学校や職業訓
練校に行かな
い 16 歳以上 












① 16 歳以下 
② 学校に通って
いる 16-18 歳 
③ 65 歳以上 






③ 60 歳以上 





① 30 日単位 90 日
まで 
① 12 ヶ月まで 
② $175/月/子ども 
① ９ヶ月まで 
② 費用の 50-80% 
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(1)  イデオロギー的位置づけ 
 












員となった。上院議員としては歳入委員会などに所属し、1993 年から 2 年間、上院歳入委
員長をつとめた。そして、社会保障法 1983 年修正(Social Security Act Amendment of 1983)
と家族扶養法(Family Support Act of 1988) の成立に大きく貢献したのである1。 
多彩な経歴をもつモイニハンの影響力は、ニクソンばかりではなく、多岐に広がってい






















































































(1)  社会の変化 
 






















ックなまでの反共主義が包み込むことになった。ついに、1954 年 12 月 2 日、マッカーシ

















行しているのである。モイニハンは、その要因として、以下の 3 つを挙げた。 














 第 2 に、中産階級の高学歴化である。アメリカでは、復員兵援護法(Servicemen's 












 第 3 に、データの増加である。経済統制には大反対のアメリカにおいて、国家的統計制





































































  ニューディール期に成功をおさめた公共事業と完全雇用を目指す経済政策は、1961 年に
ケネディが大統領に就任したとき、さらに重要視された。そして、1962 年 1 月、CEA(Council 
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定義に抵抗する。そこで、モイニハンは、価値基準の再定義を次の 3 つの視点で行った。 
157 
 
















第 2 に、日和見主義的視点である。たとえば、AFDC がある。そもそも、カナダやドイ
ツと比べて、段違いに多くの社会問題を抱えているアメリカでは、家族崩壊は社会病理の
ひとつである。崩壊した家族のなかで健康が蝕まれることも多い。労働省政策計画部は、




























































た。これは、1996 年、個人責任・就労機会調停法(Personal Responsibility and Work 








































































(1)  民族集団を中心とした視点 
  
これまで論じてきたことから、国内政策に対するモイニハンの政治観には、3 つの特色が




































に 1 人が黒人でした。ですが、1972 年までに、8 人に 1 人が黒人となるでしょう。その
5 年後には、黒人労働力は 20%増加します。これは白人労働力の 2 倍の伸びです。(略) 徴
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Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act of 1996、以下 PRWORA と略す)
の成立をさす。PRWORA は、福祉政策の中心プログラムを AFDC(Aid to Families with 
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表 4-1: 本研究による福祉に関するイデオロギーの分類 
 リベラリズム 保守主義 新自由主義 
公的福祉の対象 稼得能力は問わない 稼得能力のない人 稼得能力のない人 
AFDC が必要な要因 不平等な社会 個人 家族／個人 










2. 新自由主義の 3 つの壁 
 
(1)  内部の敵 
 
 これまで本研究が行ってきた議論から、1970 年代と 1980 年代新自由主義的な福祉改革
には、大きな壁が立ちはだかっていたことがわかる。この壁こそが、ニクソンとその後継
者たちが挑戦していたものなのである。具体的には、以下の 3 つを挙げることができる。 





































(2)  対ラッセル・ロング 
 



































(3)  伝統的家族の終焉 
 
 第 3 の壁は、最大にして、乗り越える術のないものであった。特定の個人や集団ではな
く、アメリカ社会全体だったからである。これまで述べてきたように、福祉国家の再編を





人に対して 2.5 人だったが、1976 年には 2 倍に拡大した。1978 年のギャラップ社の調査で
も、10 代の若者の 3 分の 2 はお互いが合わなければ離婚に賛成と答えた。離婚率の上昇は、
結婚に踏み切る恐れにつながり、子どもをもつことを踏みとどまらせた。その結果、伝統
的家族は 1970 年代半ばにはアメリカ全体の 7%にすぎなくなっていた4。 





















(4)  南部民主党の変化 
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1970 年代と 1980 年代における福祉改革法案の審議年表 
 




 10 月 家族扶助法、下院に提出 
下院歳入委員会、公聴会を開く 
1970 年 3 月 下院歳入委員会、家族扶助法を可決(21 対 3) 
 4 月 下院本会議、家族扶助法を可決(243 対 155、修正なし) 
 4-5 月 上院財政委員会、公聴会を開き、法案を政権に差し戻す 
 6 月 家族扶助法(修正)を上院財政委員会に再付託 
 7-9 月 上院財政委員会、公聴会を開く 
 11 月 上院財政委員会、家族扶助法(修正)を否決(10 対 6) 
 12 月 下院歳入委員会、両院協議会を拒否 
1971 年 1 月 1971 年社会保障法修正、下院に提出 
 6 月 下院本会議、1971 年社会保障法修正を可決(288 対 132) 
 7-8 月 上院財政委員会、公聴会を開く 








 10 月 両院協議会、1972 年社会保障修正(AFDC を除外)を作成 
  上下両院、1972 年社会保障法修正を可決 







































 [RMN]  Richard Nixon Presidential Library and Museum, Yorba Linda, California. 
 F1969Jan: Folder Beginning January, 1969.（以下同様） 
 FFSS1: Folder Family Security System 1969, 1 of 2.（以下同様） 
 FM1969Feb: Folder Memos-February 1969.（以下同様） 
 FPH1969Jan: Folder President's Handwriting, January 1969.（以下同様） 
 MPC: Miscellaneous Political Correspondence. 
 OPPA: Office of Presidential Papers and Archives.  
 POF: President’s Office Files. 
 PPF: President’s Personal Files. 
SMOF: Staff Member & Office Files. 
WHSF: White House Special Files. 
WHCF: White House Central Files. 
[DPM]  Daniel Moynihan Papers, Library of Congress, Washington D.C. 
 Part Ⅰ: Chronicles Almost Every Phase of Moynihan’s Career before 1976. 
 OEO: Folder OEO Overlap of OEO + HEW Programs 1969. 
[LL]   Library of Congress, Washington D.C. 
[LLC]   Law Library, Library of Congress, Washington D.C. 
 FAP, 1969: Security and Welfare Proposals, Hearings before the Committee on Ways and  
 Means House of Representatives. 
FAP, 1970: Security and Welfare Proposals, Hearings before the Committee on Rules 
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